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当社は、2024年12月末時点において、流通株式時価総額が約８２億円であり、プライム市場の上場維持基準である
100億円に適合しておりません。流通株式時価総額の充足に向けた課題は株価であり、2024年12月末時点の流通株
式時価総額の算出における株価は「２０６．２２円」（※10月～12月の3か月間の日々の最終価格の平均値）となりました。

本資料開示日前日（3/25）時点での株価は「259円」となります。2024年12月末の流通株式数 400,305単位から
逆算すると、基準適合となる株価水準は「250円」となるため、現在の株価水準を維持し続けることができれば、プライ
ム市場の上場維持基準の適合は十分に達成可能であると見込んでおります。

仮に、来期2026年12月期の改善期間を含めても基準に適合する見通しが立たない場合には、スタンダード市場への
市場変更手続等を含め、当社株主の皆様にとって最良となる方針を検討し、実行してまいります。

しかしながら、現時点においては、当期2025年12月期にプライム市場の上場維持基準を充足すべく、当社は、2025
年2月13日付「企業価値向上に向けた成長戦略」（本資料末尾の別添資料）で公表した、ROEの改善および株式資本コ
ストを低減させるためのあらゆる施策を推進することを通じて、計画期間における株価の改善に取り組んでまいります。

１． エグゼクティブサマリ
上場維持基準の適合に向けた取組の実施状況及び今後の課題・取組内容

2024年12月期
2025年12月期

（当期）
2026年12月期

基準日
（2024/12/31）
※経過措置適用中

基準日
（2025/12/31）

10/1～12/31
流通株式時価総額の算出における

株価計測期間

上場維持基準の適合
に向けた計画期間

改善期間（１年）

本資料 開示日
（3/26）

適合計画のスケジュール
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※ 当社の適合状況は、東証が各基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況をもとに算出を行ったものです。

※ 「株主数」は1単元以上の株式を所有する株主数となります。

２． 当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間

株主数 流通株式数
流通株式
時価総額

流通株式
比率

１⽇平均
売買代⾦

当社の
適合状況

2023年
12月末時点

15,572人 398,209単位 98.3億円 80.5％ 1.49億円

202４年
12月末時点

16,664人 400,305単位 82.5億円 80.5％ 1.22億円

上場維持基準 800人 20,000単位 100.0億円 35.0％ ０.２０億円

2024年12月末時点の
適合状況

適合 適合 不適合 適合 適合

計画期間 ― ―
2025年
12月末

― ―
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はじめに

当社グループは、2024年８月に長期経営方針となる「北極星(パーパス)・ビジョン・バリュー」を策
定しました。
一年にわたる全社員参加型のディスカッションを経て、当社グループの目指すべき方向性が「ワクを
超えるしなやかな発創で、世界を色鮮やかに染め直す。」という北極星に定まったことで、経営ス
ピードは加速し、同時に掲げたビジョンである『2034年に「税前利益200億円・BtoCシェア40％」』
の達成に向けたさまざまな施策が検討・実践されています。

また、当社グループの業績は、FY2022の税前利益9.10億円に対して、FY2023は20.66億円、FY2024
は25.47億円と、二期連続で過去最高益を達成しました。2018年にスタートした不動産小口化事業は
前期に大きな飛躍を遂げ、一棟再生販売事業に続くコア事業に成長し、今後もさらなる大きな成長を
してまいります。

しかしながら、2024年12月末時点で当社のPBRは0.5倍であり、企業価値向上へ向けて大きな課題を
抱えていると認識しています。この課題解決に真正面から向き合う強い意志を持ち「企業価値向上に
向けた成長戦略」を策定しました。策定にあたっては、外部専門家の意見も取り入れ、現状を分析し、
課題を抽出し、課題解決のための施策を掲げています。

当社グループは、ステークホルダーの皆さまおよび社会のご期待に応え、今後は企業価値向上に真正
面から向き合ってまいりますので、変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

01
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2024年末時点において、ROEは9.5％で推移する一方、PERは6.3倍でPBRは0.5倍となっています。

現状分析～PBR/PER分析～

6

02

※ FY2020は2020年4月から2020年12月までの9か月間の変則決算です。
※ 1:ROE  親会社株主に帰属する当期純利益÷平均株主資本（「自己資本当期純利益率」とは数値が異なる可能性があります）
※ 2:ROIC （親会社株主に帰属する当期純利益＋支払利息＋借入手数料）÷（平均株主資本残高＋平均有利子負債残高）
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従来の目安

当社は2021年5月に開示しました第一次中期経営計画以来、株主資本コストとROE目標を８％と認識していました。
一方で、2023年以降の業績成長により、2023年のROEは9.0％、2024年のROEは9.5％と2021年に設定した株主資
本コスト・ROE目標8%を超過しているにも関わらず、2024年12月末時点のPBRは0.5倍です。
以上の当社の状況分析に加え、同一セクター（一棟不動産再生販売セクター・不動産小口化商品セクター）競合会
社のPBR・ROE比較検証、金利上昇を含んだ市場環境等を総合的に考察した結果、現在、当社は資産収益性・
ROEに課題があると認識しています。

今後、当社は企業価値向上に真正面から向き合い、2027年までにROEを13~14%以上に改善させ、成長を加速さ
せると共に、株主資本コストを低減させるためのあらゆる施策を講じます。

7

現状分析～ROE目標の見直し～02

8％ 13～14％
今後の目標

ROE目標

ROE 9.5% ＜ 今後のROE目標 13~14%
（2024年12月末時点）

2027年までにROE13~14%を目指します

（2027年12月末までの目標）
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以下の主要施策を実行する他、各事業のROE/ROICを見直し、事業改革および
事業ポートフォリオの見直しを行うことで、企業価値向上のスピードを加速していきます。

8

企業価値向上に向けた成長戦略03

総資産回転率・販売限界利益率が高い不動産小口化事業の
トップラインの成長を加速し、ROEを高める
⇒ P9~

再生販売事業の物件価値向上力を強化し、
販売限界利益率を高める
⇒ P13~

ノンアセットビジネスを含む複数の新規事業を立上げ、
2027年以降のROEを高める
⇒ P18

収益の成長性の確信に繋がる成長戦略を示し、
IR活動を強化する

業績計画の高い実現確度を今後も維持し続ける
⇒ P8

財務規律を高め自己資本比率30％前後とし、
株主資本コストを抑え、投資家への還元施策を強化する
⇒ 2/13付決算短信で年間配当12円/株の増配予想を公表

各
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資産収益性
（ROE）

改善

株主資本コスト
低減

マルチプル
（PBR）

向上

⇒ P19

PBR
＝ROE×PER

PER
＝

成長加速
(期待成長率増加)

（株主資本コストー期待成長率）

１
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成長投資とのバランスを考慮しつつ、
資金配分における株主還元をより厚くする見通しです。

9

03

営業CF
７０億円

既存事業
拡大投資
４０億円
＋α

株主還元
２０億円

有利子負債の調達
＋α

キャッシュイン キャッシュアウト

経営基盤投資
１０億円

財務規律の範囲内で、
翌期以降の営業CFを
増大させる成長投資

キャッシュアロケーション１株当たり配当⾦と配当性向の推移

配当性向が50％を超
えない限りにおいて
配当利回り4%以上

新規事業及びDX推進

株主還元施策とキャッシュアロケーション
企業価値向上に向けた成長戦略（補足）  

FY2024-2026計画
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業績計画の高い実現確度
企業価値向上に向けた成長戦略（補足）  03

※1：FY2013～FY2016は経常利益、FY2017からFY2024は税前利益です。
※2：FY2016は、固定資産に区分された不動産売却益0.86億円を特別利益に計上しました。経常利益は7.48億円でしたが、税前利益8.35億円は実態的に経常利益である

と解釈し、経常利益計画8億円（FY2016は税前利益計画を公表せず）に対する実績として掲載しております。
※3： FY2020は、2020年4月1日から2020年12月31日を対象期間とする９か月の変則決算です。

FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024

計画 4.50 5.00 6.00 8.00 9.00 10.00 8.90 4.00 6.00 8.00 20.00 23.00

実績 4.50 5.40 6.50 （8.35） 9.24 10.43 9.33 4.32 6.50 9.10 20.66 25.47

達成率 100% 108% 108% (104%) 103% 104% 105% 108% 108% 114% 103% 110%

(億円)

(億円)

期初計画達成率

過去10年超にわたり、期初に公表した業績計画をほぼ100％達成してきました。
今後は、業績計画の高い実現確度を維持し続けるだけでなく、期初に公表した業績計画を大
きく上回る業績達成を目指し、企業価値向上に真正面から向き合ってまいります。

10

決算期
税前（経常）利益

10(C) 2025  A.D.Works Group Co., Ltd.

ARISTO大名 AD-G京都河原町 AD-C 神田紺屋町AD-O渋谷道玄坂
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不動産小口化事業のトップラインの成長加速
企業価値向上に向けた成長戦略 詳細①

11

04

少額から、管理の手間なく優良不動産を保有できる投資商品を全国へ販売
収益不動産を、徹底した市場調査と法的精査に基づき購入し、バリューアップ工事・テナント誘致・テナント交渉により資産価値を
向上させたうえで、最低出資⾦額500万円の不動産小口化商品として全国の投資家に⾦融機関・会計事務所等の紹介により販売し、
収益を得るビジネスモデルです。

好立地の優良不動産に500万円から投資可能

事業内容

ARISTO任意組合
理事長

ARISTO
任意組合

管理・運営会社

投資家

投資家

投資家
投資家

テナント

組合財産

対象不動産
（都市部の不動産）エー･ディー･ワークス

＝

金銭*
出資

管理・運営
委託

金銭*
出資

収益
分配

金銭*
出資

収益
分配 金銭*

出資
収益
分配

賃貸借

収益
分配

賃料労務出資

理事長報酬

エー・ディー・パートナーズ
マスターリース会社（※）

転
貸
借

賃
料

(※)マスターリース会社から本組合に支払われる賃料の金額は、
マスターリース会社が実際にテナントから収受した賃料の金額
に応じて決定されるため、マスターリース会社は、本組合が将
来に亘って一定額の賃料収入を得られることを保証するもので
はありません。

任意組合型スキーム
不動産特定共同事業法に基づく不動産小口化商品の任意組合型
スキームは下記のようになっています。
*投資家のみなさまには、金銭出資の割合に応じて、対象不動産
（土地・建物）を共同所有して頂きます。

不動産小口化商品ARISTOとは

1

2

3

管理運営はエー・ディー・ワークスに一任

投資家は⾦銭出資割合に応じて
対象不動産を共同所有

※最低出資金額は対象不動産により異なります。

不動産小口化商品とREITの違い

不動産小口化商品 REIT

投資対象 特定の不動産 複数物件入替

相続贈与時評価 相続税法上の評価 時価

売却方法 相対取引 市場売却

価格変動 短期的変動は小 変動あり

主要施策
詳細①
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不動産小口化事業のトップラインの成長加速
企業価値向上に向けた成長戦略 詳細①

04
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不動産特定共同事業の
新規出資額の推移（任意組合型）

1,220 900 1,463
3,117 2,233
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不動産小口化商品販売売上実績と目標

不動産特定共同事業の新規出資額は近年大きく増加しており、市場の成長は今後も継続する見込みです。
市場の成長に伴い、当社の販売実績もCAGR50％を超えています。（2018年度～2024年度）
2025年度は販売売上200億円（税込）を目標としており、中長期的にさらなる飛躍を目指します。

(百万円)(百万円)

2024年度までの
CAGR 50.2%

追い風 市場の著しい成長

主要施策
詳細①

出展：国土交通省「不動産特定共同事業の利活用促進ハンドブック（令和６年７月）
(FY)

※販売額は税込表示
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不動産小口化事業のトップラインの成長加速
企業価値向上に向けた成長戦略 詳細①

04

強み① 当社ならではの競争優位性

収益不動産専門会社

全国400社以上の販売チャネル

上場企業として徹底したコンプライアンス管理

• 物件仕入人員25人以上/商品化人員20人以上（一級建築士9人・一級建築施工管理技士4人（2024年
12月末））専門性の高い人員を用意。既存事業（一棟再生販売事業）と高度に連携した模倣困難な
オペレーション体制で良質な商品供給を実現しています。

• 金融機関・会計事務所等からの評判が高く販売成長に大きく寄与しています。

• 全国の金融機関や会計事務所等から顧客紹介を受けています。
• 販売実績が販売チャネルや顧客からの信頼向上に繋がる傾向があり、

また、紹介者の取扱い商品社数は限度があるため、先行者利益が生じやすく
寡占化市場の傾向があります。

• 2025年1月 大手法人提携推進専門組織を新設し、販売チャネル開拓を更に強化
しています。

• 東証プライム市場上場企業として、徹底したコンプライアンス管理を行っています。
• 長期間（10~15年間）顧客の大切な資産を預かる商品であり、一定の信頼感に繋がっています。

1

2

3

１・２・３ を備え、年間100億円以上の供給を行う会社は当社のみ
（2025年2月時点）

主要施策
詳細①
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全17商品平均

販売時想定利回りを上回り

14

不動産小口化事業のトップラインの成長加速
企業価値向上に向けた成長戦略 詳細①

04

良好な運用実績は、当社商品のブランド化・販売力向上に繋がっています。

全商品平均 販売時想定配当利回り
(95%稼働時~100%稼働時) 2.81%～3.01%

強み② 良好な運用実績

2023年度・2024年度 2年連続
ARISTOシリーズ運用商品 

『良質な商品』を全国の顧客へ『適切に販売』し、決して“売って終わり”ではなく、投資家の方々に
ご満足いただける良好な運用実績を実現すべく、徹底した期中運用を行っています。

過去 持分途中売却希望は全て

主要施策
詳細①
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再生販売事業の物件価値向上力を強化
企業価値向上に向けた成長戦略 詳細②

05

収益不動産を、徹底した市場調査と法的精査に基づき購入。
バリューアップ工事・テナント誘致・テナント交渉・遵法性是正工事により資産価値を向上させ、⾦融機関が貸付しやすい商品に仕
上げて販売し、収益を得るビジネスモデルです。

14,884
17,266

29,347 30,317
33,915
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国内一棟不動産販売売上実績と目標

(百万円)
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収益力を備えた中古再生不動産を保有できる投資商品事業内容

強み① 20年以上の実績による競争優位性

収益不動産の目利き力と仕入れ力

不動産の価値を最大限に高めるバリューアップ

販売実績と信頼

1

3

2

• 過去20年の取引実績に基づく仲介マーケットにおける信頼感と
強固なネットワーク。

• 高い目利き力を持つメンバーと高度に連携したオペレーション
体制による速やかな意思決定。

• 建築（一級建築士9人・一級建築施工管理技士4人（2024年12月末））、
リーシング、テナント交渉、遵法性各専門スタッフが高度に連携
し、短期間で良質な商品を創出。

• 大規模修繕・バリューアップ内容はマーケットでも高評価。上場
REIT、外資系不動産ファンド等からも継続取引を頂く。

• 過去の良質な商品の供給実績が積み重なり、安心・信頼へ。
• 売却後も徹底した物件管理の提供で、高い収益性を維持。

(FY)

主要施策
詳細②
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再生販売事業の物件価値向上力を強化
企業価値向上に向けた成長戦略 詳細②

05

専有部だけでなく共用部も含め、建物の全てのテナントにとって価値
のあるバリューアップを実施しているため、既存のテナントにとって
も物件価値の向上を実感いただき、物件全体で従前以上に大幅な賃料
アップができた事例が増えています。 

2024年度、特に収益向上施策に注力した二つの物件は、販売限界利益
率が全体の平均より6％以上上回る成果を上げました。

今期は、「魅力的な利用空間の提供」「自社サービスの社会的意義」
を一層追求しながら、10件以上の物件において、本格的な賃料アップ
施策を実行し、販売限界利益率・当期純利益率向上につとめてまいり
ます。

強み② 今後の更なる競争優位性『エリア拡大』と『さらなるバリューアップ』

エリアの拡大
東京本社に加えて大阪支店・福岡営業所と西日本にも拠点を設置し、
より販売限界利益率の高い仕入・販売の獲得機会を広げています。

大阪支店は成長著しく、
直近三ヵ年の総限界利益はCAGR82%と高水準です。

2025年1月に営業開始した福岡営業所では、今後も活況が見込まれる福
岡エリアでのチャンスを益々掴んでまいります。

さらなるバリューアップ

268

621

894

0

200

400

600

800

1,000

大阪支店 総限界利益の推移
(百万円)

3年間の
CAGR 82%

主要施策
詳細②
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再生販売事業の物件価値向上力を強化
企業価値向上に向けた成長戦略 詳細②

05

強み③ サステナブルな商品化への取組み
当社は、中古不動産再生という社会的意義のある事業に更なる価値と社会的インパクト
を付加するため、サステナブルな商品化を推進しております。

FY2024より、商品化におけるサステナビリティ推進費用を予算として確保。
劣化しづらい素材や再生素材を利用したサステナブルなリノベーションの推進や利用者
の心地よさを追求した空間構築に積極的に着手し、研究を続けています。

また、当社開発物件を中心に、積極的な環境認証取得にも取り組んでおります。
2024年9月にはあらたに「オーキッドレジデンス練馬北町」にてCASBEE®不動産評価「A
ランク」を取得し、省エネルギー性や自然資源の保全等について評価を受けました。

2024年10月には、一般社団法人グリーンビルディングジャパン（GBJ）及びUSGBC主催
の「GBJシンポジウム2024」内「LEEDプラークセレモニー」にて、U square 高田馬場
がLEED O＋M GOLDを取得したことについて表彰を受けています。

引続き、環境ニーズへの対応や利用者の快適さ追求など、様々な視点から社会課題解決
に繋がる商品化に取り組んでまいります。

取得年 物件名 認証内容
2017年 AD-O渋谷道玄坂（開発） CASBEE Aランク
2021年 ARISTO福岡大名（開発） BELS★★★★
2023年 U square 高田馬場（既存不動産） LEED O+M GOLD
2023年 ARISTO青山Ⅱ（開発） BELS★★★★
2023年 AD-G四条河原町（開発） BELS★★★★★
2024年 オーキッドレジデンス練馬北町（既存不動産） CASBEE Aランク

当社での環境認証取得事例

同上物件内装 傷つきにくい素材を利用

オーキッドレジデンス練馬北町外観

LEEDプラークセレモニー 表彰式の様子

主要施策
詳細②
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高円寺③プロジェクト

18

再生販売事業の物件価値向上力を強化
企業価値向上に向けた成長戦略 詳細②

05

事例① 遵法性と入居契約の是正及びエントランスのイメージ刷新による物件価値向上

有事の際の避難のため確保しなくてはいけないスペースに多くの自転車が駐輪された状態を改善すべく、利用する入居者一人ひとりへ
の徹底したご説明や、契約内容是正と他の駐輪場紹介などを丁寧に行い、安全性を確保した状態で売却することができました。また、
エントランス及び共用部の美観が大きく改善され、築37年を感じさせないモダンなマンションに生まれ変わりました。

隣地からの植物の越境や不法駐輪が目立ち
年期を感じさせるエントランス。

改修前

(C) 2025  A.D.Works Group Co., Ltd. 主要施策
詳細②
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再生販売事業の物件価値向上力を強化
企業価値向上に向けた成長戦略 詳細②

05

新大阪③プロジェクト

事例② 全フロアの共用部改修による利用価値向上で大幅な収益向上を達成

(C) 2025  A.D.Works Group Co., Ltd.

新大阪③プロジェクト
ビルの印象を左右する間口の広いエントランスはもちろん、裏口側まで美観アップを徹底しました。さらに、主に入居者が利用する各
階のエレベーターホールや手洗い場も設備を入れ替え大幅に利用満足度を向上。サステナブルな素材を利用した温かみのある共有部へ
の改修で売却時は満室となり、既存の入所者にも賃料アップに合意いただき、賃料収入は29.8％アップしました。

冷たい印象のオフィスビル。
各階の共有部や手洗い場も古く、
新たな利用者を誘致するハードルが高い状態。

改修前

主要施策
詳細②
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ノンアセット事業を含む複数の新規事業
企業価値向上に向けた成長戦略 詳細③

06
企業価値向上に寄与する新たな事業ポートフォリオ拡大に向け検証を進めています。

不動産ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ事業
国内海外再生事業の強みである
仕入力・商品化力を活用可能

不動産小口化事業と同じく、
不動産特定共同事業法に基づく商品

ノンアセットビジネス収益が見込め、
飛躍的なROE向上が見込める事業

新規事業 ①

区分オフィス販売事業
不動産小口化事業の強みである
販売チャネルを活用可能

参入企業数が少ない

都心部のオフィス賃貸需要は既に底
打ちから上昇傾向

蓄電所開発事業

国策に基づく成長市場への参入

ESG投資事業であり
安定収益を見込める

豊富な不動産取引実績による
最適な用地確保への優位性

新規事業 ② 新規事業 ③

準備段階の事業

新規事業の基本方針

『当社の強み』の活用 ×『成長市場』
不動産目利き×⾦融商品販売チャネル 事業拡大見込み

ノンアセットビジネスの推進
ROE改善

検証事業の絞り込み

2024年1月に新設した事業企画室で検討した事業、
社内新規事業コンテストで提案された事業等、
計50以上の事業を検証。

勝ち筋・事業拡大見込みを有する
3つの事業が事業準備段階へ移行しています。
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人財
エンゲージ
メント向上

 ビジョン
 達成

企業
価値
の

向上 北極星
実現

売上の向上

販管費の
削減

21

生産性・人財エンゲージメント向上施策
企業価値向上に向けた成長戦略 詳細④

07

2022年下期以降、営業職社員が意欲的に働ける環境を整備
する施策を加速させ、売上実績が向上しました。

不動産小口化事業での事例

北極星（パーパス）経営における10年後のビジョン達成に向け、全従業員のさらなるバリュー発揮、生産
性向上に寄与するエンゲージメント向上施策を徹底してまいります。

経営会議等の
共有徹底

良質な商品を
適切に販売する
ミッションの徹底

業務マニュアル・
育成プログラムの整備

メンバーのみの情報共有会
上司との1on1MTG

納得度の高い営業評価制度
挑戦を称賛する評価制度

固定割合が高い
営業報酬制度

(強引な営業への誘因を回避)

社員が意欲的に
働ける環境

経営方針に
対する納得

社会的意義
の実感

成長実感

良好な
人間関係

公正な
評価制度

報酬制度

・1on1MTGの全社展開
・各種研修の充実化
・バリューに沿った評価報酬制度

への刷新
・ピアボーナス®制度
・コミュニケーション施策

全社で実行中の施策の一部

2021年以降に不動産小口化事業営業職に配属され
た中途・新卒社員26名の内、退職者は3名（離職
率：11.5%）

社員が意欲的に働ける環境整備に努めた各施策は、
販売力向上に大きく寄与

同時に顧客本位の適切な営業を促進できる体制を
整備し、商品ブランド価値向上にも寄与

人財エンゲージメント向上によるビジョン達成へのフロー

意欲的に
働ける環境

全体最適 戦略の熟成

リーダーシップ
Take the Lead

挑戦行動の増加

発創提案の増加
Shinahen！

専門性の向上

新たな
価値創出

真摯に取組む
Integrity

信頼度の向上

各施策はPDCAを徹底的に回
し続け、施策効果を最大化
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株式会社ADワークスグループ グループ戦略部門 広報・IR部

問合せ先

本資料は当社グループについてご理解いただくために作成したものであり、当社への投資勧誘を目的としておりません。
また、本資料に含まれる将来の見通しに関する部分は、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、多分に不確定
な要素を含んでおります。実際の業績等は、さまざまな要因の変化等により、これらの見通しと異なる場合がありますことを
ご了承ください。
当社はグループ全体の経営目標を「計画」として公表いたします。当社の「計画」は経営として目指すターゲットであり、

確度の高い情報等をもとに合理的に算出された「予測値・見通し」とは異なるものであります。
本資料に記載されたデータには、当社が信頼に足りかつ正確であると判断した公開情報の引用が含まれておりますが、

当社がその内容の正確性・確実性を保証するものではありません。

本資料に関する注意

ir@re-adworks.com 03-5251-7641
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